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　はじめに
　途上国の開発における女性の経済的貢献は，
たとえば E・ボズラップが早くから見出してい
る（Boserup, 1970）。その後，貧困層の女性を
ターゲットとした収入向上プロジェクトが多く
実施されるようになったが，従来の無償の労働
負担は変わらないまま新たな生産労働が加わ
り，女性に多くの負荷がかかるなどの帰結がみ
られた（41-42 頁）。これに対して，たとえば
世界 90 か国以上で実施されている人口保健調
査（DHS）をはじめ多くの調査は，このような
所得ではとらえられない女性の生活向上を，

「世帯内意思決定」という項目で女性の「エン
パワーメント」と関連づけてとらえようとして
いる。
　これらを背景に本書は，「世帯内の資源分配
をめぐる意思決定において，女性が自身の望む
資源を獲得する要因を明らかにすること」を目
的に書かれている。
　著者の問題意識は次のとおりである。先行研
究では，女性が意思決定できることが子どもの
健康，教育，食料の安定確保などに有益である
とされながらも，女性がどのように資源を管理
し意思決定力を向上させるのかにはふれられて

いない。実際著者は，ナイジェリアを含む西ア
フリカの国ぐにの DHS データを示し，半数以
上の妻が自身の所得を自身でコントロールして
いる国でも，本人のヘルスケアをはじめ世帯の
主要なことは「妻（本人）」や「夫と共同で」
ではなく，「夫」が決定と回答する女性が多い
ことを見出す。女性が収入を得て管理できるこ
とが，必ずしも世帯内での意思決定につながっ
ていない。それならば女性はどのような場合
に，世帯内の資源分配をめぐる意思決定プロセ
スに関わることができるのだろうか。これにこ
たえるため設定されたのが，本書後半を構成す
る以下の 3 つの副課題である。
　副課題①女性が収入を獲得することは，世帯
内資源分配をめぐる意思決定への女性の関わり
に，どのように影響するか。
　副課題②世帯内意思決定で女性が意見を伝え
やすい話し合いの様態とは，どのようなもの
か。
　副課題③世帯内意思決定で意見を言える女性
には，どのような特徴があるか。
　本書で際立つのは，フィールドワークに深く
根差した質的分析であることだ。著者は様々な
立場でアフリカの国ぐにに長年関わってきた。
本書の対象地域ナイジェリアには長期を含め数
回滞在し，対象の夫妻のみならず，女性省職員
や伝統的・宗教的リーダーも対象に，複数の方
法で調査をしている。どんなに充実した統計資
料でも得られない示唆を限りなく含む。
　本稿では内容を概観したのち，後続の研究へ
の本書の示唆・貢献と課題を検討したい。

　本書の概要
　第 1 章「女性対象の収入向上活動は効果があ
るのか？」では，ナイジェリア全土に設立され
た女性センター（WDC）による女性対象の所
得創出プロジェクトを事例に検討する。このプ
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ロジェクトでは成果として，女性が得る収入に
注目する。しかし女性が収入を得ると，夫が自
分の収入を世帯ニーズに使わなくなる，夫が家
庭内暴力をふるうようになる，など必ずしも女
性の生活の向上につながらなかったことが示さ
れる。
　第 2 章「世帯内意思決定をめぐる研究動向」
では，世帯内資源分配の理論が検討され，最後
に著者による分析枠組みモデルが提示される。
従来の「単一世帯モデル」「集合的世帯モデル」
では世帯構成員の選好の違いやジェンダーの非
対称性が考慮されていない。そこで，世帯構成
員は対立だけでなく協力もせざるをえない関係
であることを前提とした，アマルティア・セン
の「協力的対立 （Cooperative Conflict）」モデ
ルの有用性が示される。センは妻の交渉力の要
素として①妻の決別点の高さ，②世帯への貢献
認識の高さ，③自己利益の認識の高さ，の 3 点
を挙げた。「決別点」とは「世帯構成員が他の
構成員からの協力なしにどの程度良く生きてい
けるか，交渉における個人の脆弱性または強
さ」であり，具体的には教育，家の外での仕
事，生産的な仕事，が挙げられる（64-65 頁）。
ここで著者は，④夫の決別点の高さと，妻と夫
それぞれの⑤ジェンダー役割の変化の受容，を
加えた修正「協力的対立モデル」を提示し，以
降の章の分析枠組みとして使用する。
　第 3 章「ナイジェリア北部における調査の概
要」では，調査地カノ州の女性の状況と調査の
概要が説明される。同州は 2002 年にイスラー
ム法を州法と定めており，女性の活動や移動が
制限された地域である。3 割程度が複数の妻か
ら成る世帯で，妻と夫との年齢差が大きい。女
性が子どもを多く産めば夫は責任が増え，新た
な妻を得にくくなる。合計特殊出生率はむしろ
微増している（表 3-7）。本書が分析するハウ
サ民族の社会では，妻の外出には夫の許可が必

要とされるが，隔離を実践していれば経済活動
は反対されない。このため，夫から渡された家
族用の食材の一部を調理し子どもを通して市場
で販売する女性が少なくない。世帯ニーズの供
給は夫の義務である一方，女性は自身の収入を
夫と共有する必要はなく，所得は自分で管理し
自由に使える資源となる。夫の収入が足りない
ときにお金を貸してのちほど返金を受けたり，
親戚家族とのギフト交換に使ったりするとい
う。
　第 4 章から第 6 章では，3 つの副課題それぞ
れについて，調査結果から明らかにする。第 4
章「女性が収入を得ると，世帯内意思決定力は
向上するのか？」は，副課題①を検討する。夫
の収入では世帯ニーズが充足できない場合に，
ハウサの妻たちがお金を貸すことは「夫を助け
る」ことになり，夫は「妻にお金を借りる」

「妻に助けてもらう」と認識することが明らか
にされる。「世帯ニーズを担うのは夫」という
強いジェンダー役割規範を女性が「活用」して
いることを著者は指摘する。一方で女性は，夫
の許可なしにはセレモニー出席や親戚訪問もで
きない。そこで，日常的にジェンダー役割規範
に従い，夫を「助ける」ことによって築いた円
滑な関係によって夫の「許可」をひきだす。
　それでは，世帯内ではどのような資源がどの
ようにやり取りされ，話し合いの結果，どのよ
うな資源を妻が獲得しうるのか。これにこたえ
るのが第 5 章「世帯内では何をめぐって意思決
定が行われるのか？」であり，副課題②も検討
される。世帯内での資源のやり取りは既存の力
関係に影響されるが，その結果，既存の力関係
が変わる可能性もある。望む資源を得るために
女性がとるアプローチを著者は 4 つに類別す
る。なかでも「世帯ニーズ」を夫が充足できな
い場合，ハウサのジェンダー規範から妻が要求
することが正当化される。このため，多くの女
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性が夫と継続的に話し合い，理解が得られるま
で話し合いを続ける「反論アプローチ」をと
る。一方で，対象女性の多くが夫の外出許可を
得るため，「懇願アプローチ」をとる。たとえ
ば経済活動に必要なネットワークやセーフティ
ネットにつながる，親戚のセレモニーへの出席
を，夫に拒否されないように夫の機嫌やタイミ
ングをうかがいながら「懇願」して説得を試み
るのである。ほかに，夫に告げることをあきら
める「回避アプローチ」，妻は夫に従うものと
いう社会通念を優先して現状に満足する「従順
アプローチ」をとる妻もいる。このように，獲
得しうる資源への要求度の高さ，その行動をと
ることの正当性，そして夫が話し合う姿勢を示
すかどうかによって，女性たちは夫に意見を伝
えるアプローチを変えている。こうして，女性
が意見を伝えやすいのは，意見を伝える行動に
社会規範に逆らわない正当性があり，妻が強く
獲得したい資源であり，夫が話し合う姿勢を見
せている場合である，と著者は結論づける。
　第 6 章「どのような女性が世帯内で意思決定
に関わりやすいのか？」では，副課題③を明ら
かにする。反論アプローチがとれる女性の特徴
として，夫の両親・夫の他の妻と同居しておら
ず，夫と話しやすい環境があることがみられた
ほか，妻の初婚年齢が高い，教育レベルが高
い，妻が経済活動に携わる，なども重要であっ
た。夫に現金を貸す女性は，世帯への貢献認識
も高く，自身の経済活動の将来像など自己利益
への認識も高いことも見出される。夫の教育や
収入といった夫の「決別点」の高さ，妻の経済
活動への夫の支援は，女性の世帯内意思決定参
加とプラスの関係があり，妻が経済活動に従事
する方が，夫は新しいジェンダー役割を受容す
ることもわかった。
　以上をふまえた結論の章で著者は，「女性の
生活向上」「女性のエンパワーメント」を目標

とする開発プロジェクトならば，女性が所得を
得るだけでなく，夫妻が話し合う環境と妻が夫
に意見を表明することが大事であり，修正「協
力的対立モデル」が示す要因に配慮が必要であ
ると提言する。

　本書の示唆と後続の研究への課題
　緻密なフィールドワークと世帯内意思決定に
関する理論的枠組みを往復しながら精緻に書か
れた本書は，同分野の後続の研究にきわめて豊
富な示唆と貢献をする。特筆すべき点を下記に
挙げたい。
　第 1 に，既存統計の分析の随所に，質的な解
釈が効果的に入っていることだ。たとえば妻の
親戚訪問について，本人が意思決定に参加する
か，の質問に対して，「自身が決定に参加する
と認識する妻の割合」と，「妻が意思決定に参
加すると認識する夫の割合」は大きく乖離する
ことを説明する箇所がある。外出を伴う親戚訪
問には夫の許可が必要とされるため，妻の側か
らは，夫が決定する事項だと考える。一方，夫
から見れば，「誰をいつ訪問したい」と妻が決
めて夫に許可を求めに来るため，妻が決定して
いるととらえている可能性を指摘する。データ
の背景にある，実際には言葉にされないやり取
りは，地域を超えて，量的研究にとって示唆的
である。
　第 2 に，妻と夫の世帯内意思決定は，ゼロサ
ムゲームではないことを示したことだ。夫の決
別点が上がることは女性の意思決定力を下げる
ばかりではなく，むしろ夫の決別点の高さは，
世帯内意思決定で意見を言える妻の特徴のひと
つであることを著者は見出した。近年変化して
きた，女性の経済活動に対する規範やジェン
ダー役割を受け入れるという要素もあわせて，
両者の「交渉力」が必ずしも対立のためのもの
ではないことがわかる。センがいうように，世



書評と紹介

75

書評と紹介

帯は対立だけでなく協力もする場なのである。
　第 3 にそして最も重要な貢献と考えられるの
は，世帯内の資源分配に関する，修正的な理論
的分析枠組みを提示したことである。従来のモ
デルにはなかった「夫の決別点の高さ」と，妻
と夫それぞれの「ジェンダー役割の変化の受
容」を含めたことは，これまでとらえられな
かった多くの事象の包摂を可能にする。当然の
ことながら，似通った要素を持つ妻でも，その
夫の性質によって世帯内意思決定の結果が異な
る。著者の観察から，収入のない妻が世帯ニー
ズの不足分を要求したために夫が妻に不満を持
つパターンがある一方で，妻が不足分を肩代わ
りすることにより良好な関係が維持される例が
紹介される（図 4-4）。さらに，返金をしなく
てもよいと断ったり，返金は要求せずそれを夫
への「ギフト」にしたりすることで良好な関係
を築こうとする女性たちの例からも，妻が自身
の収入を持つことは確かに妻の交渉力を高める
と推測できる。
　しかしながら，妻の収入が増えることで妻の

「決別点」が高くなることを恐れて，「ジェン
ダー役割の変化の受容」をしたがらない夫や，
威厳を保持するために暴力を行使する夫もいる
かもしれない。このような，夫の持つ要素の違
いも，著者による修正「協力的対立モデル」な
らばとらえることができる。
　最後に，後続の研究への課題を挙げたい。第
1 に，世帯ニーズに対する女性の経済的貢献が
大きくなるとき，家事・ケア労働の分担はどの
ように変化するのか，あるいは変化しないの
か，という点である。生産活動に従事するよう
になった女性の夫たちは，世帯ニーズ充足の責
任を減少させるかわりに無償の再生産労働を分
担するようになるのだろうか。これは途上国の
開発においてだけではなく，日本のように有配
偶女性の労働市場への再参加が増大する状況下

でも肝要であると考える。今後の研究対象や開
発プロジェクトの評価項目とすることが期待さ
れるのではないだろうか。
　第 2 に，複数時点の調査研究の必要性であ
る。本書は 1 時点における質的調査である。著
者によれば，調査地域は外国資本の工場が相次
いで建設された，変化の大きな波を受けている
地域である。調査対象者の中でも世代が若いほ
ど，ジェンダー規範の変容を受け入れるとい
う。本書の対象となった女性たちの夫で農業に
関わる者はなく，34 人中 22 人が，定期的に給
与を得る公務員または雇用就業者である。多く
の先進国がたどったように，夫の賃金が上がる
と，妻たちは収入活動よりも家庭内生産により
従事する「専業主婦」化するのだろうか。それ
とも，より質の高い生活や子どもの教育の向上
をめざして，女性も雇用就業による追加的な収
入を期待されるようになるだろうか。その時に
女性たちは，自身の家計への貢献をどのように
交渉に活かすのだろうか。外で働くようになっ
た女性たちは，妻の世帯ニーズの責任から「反
論アプローチ」により自ら外出を主張するのだ
ろうか。それとも従来どおり「懇願アプロー
チ」により，働くために「外出許可」を求める
のだろうか。隔離の規範がある同じイスラム社
会でありながら縫製工場労働者として多くの女
性が雇用就業するようになったバングラデシュ
のように変化する可能性もあるだろうか。本書
の結果をベースラインとして，継続的な調査分
析が行われれば，さらに示唆に富む結果が得ら
れるだろう。
　第 3 に，量的研究との橋渡しである。たとえ
ば DHS は多数の途上国で実施されておりデー
タへのアクセスもしやすいことから，著者の指
摘のとおり，世帯内意思決定の計量分析は少な
くない。本書で対象となった女性たちは同調査
で決定への参加をきかれたら，「妻（本人）」
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「夫妻共同で」「夫」の選択肢の中で，どれを選
ぶのだろうか。定性分析と定量分析との往復か
ら，より適切な意思決定指標が共有されること
は，本分野の研究へのさらなる貢献となる。
　本書の対象となったのはハウサ社会の 34 組
の夫婦であり，より普遍化するには追加的な調
査が必要だろう。しかしそれを考慮してもな
お，丁寧な背景描写とともに論じている本書が
果たしうる役割はきわめて大きい。国際開発機
関であれ NGO であれ，開発プロジェクトの実
践者の介入の際の強い指針となることが望まれ

る。
（甲斐田きよみ著『アフリカにおけるジェン
ダーと開発―女性の収入向上支援と世帯内意
思決定』春風社，2020 年 9 月，302 頁，定価
4,730 円（税込））
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